
令和５年度（10月末） 令和６年度（10月末）

■テレワークの導入状況
大企業は低下、中小企業はほぼ横ばい

＜テレワーク導入実態調査＞基準日：令和６年10月31日、無作為抽出、2,192社回答 1

調査結果の概要 別紙

導入している
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今後予定あり
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（1,224社）
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（323社）
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（632社）

300人以上
（349社）
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42.1%

40.4%
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40.0%

33.3%

30.9%

18.8%

18.5%

6.1%

運輸業・郵便業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

医療・福祉

製造業

建設業

卸売業・小売業

教育・学習支援業

サービス業（他に分類されないもの）

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業・保険業

情報通信業

導入している 導入予定あり 導入予定なし

（330社）

■テレワークの導入状況（業種別）
情報通信業、金融業・保険業が上位

2
※回答数30以上の業種を抜粋

（294社）

（54社）

（68社）

（396社）

（35社）

（384社）

（183社）

（78社）

（48社）

（77社）

（136社）

（85社）



知っている  
23.6%

知らない  
75.5%

無回答  
0.9%

導入済  
16.4% 導入予定  

2.3%

検討中 
12.5%導入も検討もし

ていない  
64.1%

その他  
3.3%

無回答  1.4%

ABWについて、約２割の企業が「知っている」と回答

3

■ABW（Activity Based Working）認知、導入状況

N＝2,192

ABW（Activity Based Working）の導入状況
※ABW（Activity Based Working）：
仕事の内容や目的に合わせて、社内外問わず、働く時間や場所を従業員が自
由に選択できる働き方

ABW（Activity Based Working）の認知状況

N＝518
※ABWについて、「知っている」と回答した企業が対象



定めている  7.0%

定める予定   0.6%

定めるかどうか検討中 
 7.4%

定めておらず検討もしていない  
76.2%

規程を明確に定めていないが
ワーケーション勤務は可能  

7.5%

その他  0.6%
無回答  0.8%

ワーケーション勤務に関する規程を定めている企業は1割未満にとど
まっている。

4

N＝1,271

■ワーケーション勤務に関する規程

※ワーケーション：
本調査では、普段の職場とは異なる場所に滞在して休暇や余暇を過ごしつつ、勤務場所の基準を満たす任意の場所にて情報通信機器を利用して勤務することを指します。



従業員の子が３歳になるまでの育児や介護との両立支援策として、テレワ―
クが事業主の努力義務となった場合に、育児や介護中の従業員を対象にテレ
ワ―クを導入するか聞いたところ、「導入する」が少数にとどまっており、
「導入しない」が約半数となっている。

5
N＝795
※テレワ―クを「導入していない」と回答した企業が対象

■両立支援策としてのテレワ―ク導入意向

導入する  
2.1% 検討中  

11.9%

分からない  
30.7%

導入しない  
50.1%

その他  
4.0%

無回答  1.1%



4.6%

6.7%

9.5%

9.6%

10.4%

11.7%

12.7%

15.6%

20.3%

22.1%

24.9%

29.4%

32.4%

45.6%

50.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

その他

専門家、アドバイザーの派遣や伴走型の支援

サテライトオフィス勤務の普及促進

ABW 導入のための専門家派遣や費用の助成

ABW の働き方の普及推進

ワーケーションなど新しい働き方の普及促進

育児を抱える従業員が急な出社等を要する際に、子連れ出勤を可能とする環境整備への支援

経営層や管理職、従業員へのテレワークのメリットに関する普及啓発

サテライトオフィスとして活用できる施設提供

成功事例(テレワークの導入が困難な業種の事例を含む)などの情報提供

育児や介護を抱える従業員のためのテレワーク環境整備への支援

テレワークの導入が困難な業種に特化した導入支援

テレワークができる職種とできない(難しい)職種との社内における不公平感解消に資する施策

テレワーク導入費用の助成(端末等整備、システム構築、ネットワーク整備、コンサルティング等に係る費用)

テレワ―ク導入費用の助成、社内における不公平感解消に資する施策など
が上位

6

N＝2,192
（複数回答可）

■テレワーク導入に当たり行政に求める支援策
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